
仕様書 

１ 業務名称 
 要介護認定調査委託 
２ 業務の目的 
 本業務は、介護保険法（平成９年
法律第１２３号。以下「法」という。）
の規定に基づき、被保険者からの要
介護認定更新申請に係る認定調査に
ついて、公平・中立的立場で迅速か
つ適正に実施し、円滑で安定的な要
介護認定調査体制を構築することを
目的とする。 
３ 契約期間 
 令和 年 月 日から令和    年３
月３１日まで 
４ 委託件数（予定数量） 
   施設   件 
   在宅   件 
 施設とは、介護保険施設に入所し
ている者が調査対象者でありその者
に係る認定調査を当該入所施設及び
施設に併設する居宅介護支援事業所
所属の認定調査に従事するものが実
施する場合である。 
 在宅とは、上記の施設以外の調査
を実施する場合である。 

５ 認定調査対象者 
 介護保険要介護認定の更新申請及び
変更申請のあった本市介護保険被保険
者のうち、調査実施場所が原則として
市の区域内及び近隣市町村の者とす
る。 
６ 日程調整 
 受託者は、調査に係る日程調整を行
うこと。 
 調査実施場所は、調査対象者の日頃
の状況を把握できる場所とし、立会い
可能な者がいる場合は、立会者と日程
調整を行うこと。 
７ 調査依頼書等の受け取り
 調査を実施するにあたり、受託者
は、市が提示した様式及び、配布した
依頼書・調査票等の必要な書類等を受
理及び入手すること。
８ 認定調査の実施 
 調査員は、厚生労働省規定による
「認定調査員テキスト２００９改訂版
（令和３年４月改訂）」に従い、調査
対象者等から日頃の状況について、面
接により調査を行う。 
９ 認定調査票の提出 
 調査後、調査票を作成し、内容を点
検後、市に調査票を提出すること。
 １０ 照会に対する対応 
 市から調査票の内容に関する照会が
あれば、速やかに対応すること。ま
た、介護認定審査会から要請があ っ
た場合には、再調査の実施や介護認定
審査会に出席し、対象者の状況などに
ついて意見を述べなければならない。
これらに要する費用は受託者の負担と
する。 

１１ 他市町村等からの認定調査委託 
介護保険法第２７条第２項の規定

（「市町村は、当該被保険者が遠隔の地
に居所を有するときは、当該調査を他
の市町村に嘱託することができる。」）
に基づく、他市町村等からの本市あて
認定調査依頼に際しては、当該依頼先
として受託者を案内することがあるの
で、業務に支障のない範囲において可
能な限り対応するよう努めること。 
１２ 認定調査の中止 
 申請者又は調査対象者等から申請の
取下げがある場合等、以後の調査業務
を中止すべき事情がある時には、市か
ら受託者に連絡を行う。また、日程調
整等の連絡の際に申請者等から申請の
取下げの意向が確認された際には、速
やかに市に連絡すること。
 １３ 認定調査員 
  都道府県または政令指定都市が実
施する認定調査員新任研修の修了者か
つ、市内の事業所においては、本市が
実施する認定調査員新規研修の修了者
であること。 
１４ 個人情報の保護 
 関係書類をはじめ、認定調査等によ
り知りえた申請者の個人情報について
は、情報の漏えい、滅失、き損等の防
止、その他個人情報の保護に必要な体
制の整備及び措置を十分に講じるこ
と。 
１５ 情報漏洩の防止 
 本業務に携わった者は、個人情報は
もちろんのこと、業務の遂行を通じて
知りえた情報を漏らしてはならない。
その職を退いた後も同様とする。 
１６ その他情報セキュリティ対策の
実施 
 本業務の実施に当たっては、本市の
定める「松戸市個人情報の保護に関す
る法律施行条例（令和４年１２月２６
日松戸市条例第４６号）」、「松戸市個人
情報の保護に関する法律施行条例施行
規則（令和５年３月３０日松戸市規則
第２２号）」、その他情報の保護に関連
する各種規定等については遵守すると
ともに、個人情報の保護や業務上の機
密の保持に留意すること。 
１７ 認定調査員の資質向上 
 受託者は、県又は市が行う調査員研
修等に参加するとともに、受託者とし
て主体的に新任・現任研修を実施する
など調査の精度向上のための体制を構
築し、調査の平準化・適正化に努める
こと。 
１８ 根拠法令の改正等による業務内
容の変更 
 本業務にかかる根拠法令の改正等に
より、契約期間中に業務内容の変更を
行うことがある。この場合には、本市
と協議の上、変更された業務内容に
沿って業務を行うこと。 

１９ 事故発生時の対応 
 受託者は、認定調査の実施にあた
り、事故が発生した場合は、直ちに、
必要な措置を講じるとともに、速や
かに、市、調査対象者の家族等に連
絡しなければならない。 
２０ その他 
 この仕様書に定めのない事項につ
いては、必要に応じて市と受託者と
の協議の上決定するものとする。 



要介護認定調査委託契約書 

１ 委託名称  
２ 委託場所  
３ 履行期間  

要介護認定調査委託契約 
松戸市が指定する場所 
令和 年 月 日から令和    年 3 月 31 日まで 

４ 契約金額  施設  一件あたり  
  在宅  一件あたり  

2900円（消費税及び地方消費税別） 
5500円（消費税及び地方消費税別） 

５ 契約保証金  契約保証金は松戸市財務規則第 143 条第３項第 号を適用し免除とする。 

上記の委託業務について、委託者松戸市（以下「甲」という。）

受託者( )（以下「乙」という。）とは、合意に基づい

て、松戸市財務規則及び次の各条項によって 委託契約を締結し、信義に従って誠実にこ
れを履行するものとする。 
この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

令和 年 月 日 

委 託 者（甲）住所 松戸市根本３８７番地の５ 
  松戸市 

 氏名 松戸市長 本郷谷 健次 

受託者（乙）住所

氏名 印

印



（総則） 
第１条 甲及び乙は、頭書の委託業
務（以下「業務」という。）の契約に
関し、この契約書に定めるもののほ
か、仕様書等に従いこれを履行しな
ければならない。 
２ 前項の仕様書等に明示されてい
ないものについて疑義があるときは、
甲乙協議して定めるものとする。
（再委託等の禁止）
第２条 乙は、業務の処理を第三者
に委託し、又は請け負わせてはならな
い。ただし、あらかじめ、甲の書面に
よる承諾を得た場合は、この限りで
ない。
（報告義務）
第３条 甲は、必要があると認める
ときは、乙に対して業務の処理状況に
つき調査し、又は報告を求めることが
できる。
（契約の変更等）
第４条 甲は、必要があると認める
ときは、履行を一時中止し、又は契約
内容を変更することができる。この場
合において、履行期間又は契約金額を
変更する必要があるときは、
甲乙協議して書面によりこれを定め
るものとする。
２ 前項の場合において、乙が損害
を受けたときは、甲は、その損害を
賠償しなければならない。その賠償
額は、甲乙協議して定めるものとす
る。
（履行期限の延長）
第５条 乙は、その責に帰さない理
由により履行期間内に業務を完了する
ことができないときは、甲に対して遅
滞なくその理由を明らかにした書面に
より履行期限の延長を求めることがで
きる。この場合における延長日数は、
甲乙協議して定めるものとする。
（損害のために必要を生じた経費）　
第６条 業務の履行に関し発生した
損害（第三者に及ぼした損害を含む。）
のために必要を生じた経費は、乙が負
担するものとする。ただし、その損害
が甲の責に帰すべき理由により生じた
ものについては、甲がこれを負担する
ものとし、その額は、甲乙協議して定
めるものとする。
（検査及び引渡）
第７条 乙は、業務が完了したとき
は、遅滞なく業務完了報告書を甲に提
出しなければならない。
２ 甲は、前項の業務完了報告書を
受理したときは、その日から１０日以
内に成果品について検査を行わなけれ
ばならない。
３ 乙は、前項の検査に合格しない
ときは、遅滞なく補正を行い、再検査
を受けなければならない。この場合
は、前２項の規定を準用する。　　　
４ 乙は、検査合格の通知を受けた
ときは、遅滞なく当該成果品を甲に引
き渡すものとする。
（契約代金の支払）
第８条 乙は、前条第４項により引
渡をしたときは、甲の指示する手続に
従って契約代金の支払を請求すること
ができる。この場合の請求金額は、実
施数量若しくは実施回数に契約単価を
乗じて得た額に当該消費税及び地方消
費税の額（１円未満の端数があるとき
は、その額を切り捨てた額）を加算し
た額とする。

２ 甲は、前項の規定による請求を
受けたときは、その日から起算して
２５日以内に契約代金を支払わなけ
ればならない。 
（履行遅滞における延滞違約金） 
第９条 乙の責に帰すべき理由によ
り、履行期間内に業務を完了するこ
とができない場合において、履行期
限経過後相当の期間内に完了する見
込みがあると甲が認めたときは、
甲は、乙から延滞違約金を徴収して、
履行期限を延長することができる。
２ 前項の延滞違約金は、延滞日数
1 日につき履行期間内の予定数量若
しくは予定回数に契約単価を乗じて
得た額に当該消費税及び地方消費税
の額（１円未満の端数があるときは、
その額を切り捨てた額）を加算した
額に１０００分の１を乗じて得た額
（１円未満の端数があるときは、そ
の額を切り上げた額）とする。
３ 前項の延滞日数には、検査、市
の都合及びその他の事由によって経
過した日数は算入しない。
４ 甲は、当該延滞違約金を甲が乙
に支払うべき金額から控除すること
ができる。
（催告による解除）
第１０条 甲は、乙が次の各号のいず
れかに該当するときは、相当の期間を
定めて履行の催告をし、その期間内に
履行がないときは、この契約を解除す
ることができる。ただし、その期間を
経過した時における債務の不履行がそ
の契約及び取引上の社会通念に照らし
て軽微であるときは、この限りではな
い。
(1) 履行期間内に完了しないとき
又は履行期限経過後相当の期間内に
業務を完了する見込みがないと明ら
かに認められるとき。
(2) 正当な理由なしに、業務に着
手すべき時期を過ぎても業務に着手
しないとき。
(3) 正当な理由なく、第15条第１
項の履行の追完がなされないとき。
(4) 前３号に掲げる場合のほか、
この契約に違反し、又は契約の締結
及び履行について不正行為を行った
とき。
（催告によらない解除）
第１１条 甲は、乙が次の各号のい
ずれかに該当するときは、催告をす
ることなく、直ちにこの契約を解除
することができる。
(1) 債務の全部の履行が不能であ
るとき。
(2) 乙が債務の全部の履行を拒絶
する意思を明確に表示したとき。
(3) 債務の一部の履行が不能であ
る場合又は乙がその債務の一部の履
行を拒絶する意思を明確に表示した
場合において、残存する部分のみで
はこの契約の目的を達成できないと
き。
(4) 契約の性質や当事者の意思表
示により、特定の日時又は一定の期
間内に履行しなければ契約をした目
的を達することができない場合にお
いて、乙が履行をしないでその時期
を経過したとき。
(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙
がその債務の履行をせず、甲が前条
の催告をしても契約した目的を達す
るのに足りる履行がされる見込みが
ないことが明らかであるとき。

(6) 乙が第１３条第１項の規定に
よらないでこの契約の解除を申し出
たとき。
(7) 暴力団（暴力団員による不当な
行為の防止等に関する法律（平成３
年法律第７７号。以下「暴力団対策
法」という。）第２条第２号に規定す
る暴力団をいう。以下この条におい
て同じ。）又は暴力団員（暴力団対策
法第２条第６号に規定する暴力団員
をいう。以下この条において同じ。）
が経営に実質的に関与していると認
められる者に請負代金債権を譲渡し
たとき。
(8) 乙が次のいずれかに該当する
とき。

イ 役員等（受注者が個人である
場合にはその者を、受注者が法人で
ある場合にはその役員又はその支店
若しくは常時契約を締結する事務所
の代表者をいう。以下この号におい
て同じ。）が暴力団員であると認めら
れるとき。 
ロ 暴力団又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められる
とき。 
ハ 役員等が自己、自社若しくは

第三者の不正の利益を図る目的又は
第三者に損害を加える目的をもって、
暴力団又は暴力団員を利用するなど
したと認められるとき。 
ニ 役員等が、暴力団又は暴力団

員に対して資金等を供給し、又は便
宜を供与するなど直接的あるいは積
極的に暴力団の維持、運営に協力し、
若しくは関与していると認められる
とき。 
ホ 役員等が暴力団又は暴力団員

と社会的に非難されるべき関係を有
していると認められるとき。 
 へ 公正取引委員会が、乙に違反
行為があったとして私的独占の禁止
及び公正取引の確保に関する法律
（昭和２２年法律第５４号。以下「独
占禁止法」という。）第７条第１項の
規定による措置を命じ、当該命令が
確定したとき、又は同法第７条の２
第１項の規定による課徴金の納付を
命じ、当該命令が確定したとき。 
ト 乙が公正取引委員会で乙に違

反行為があったとして行った処分に
対し、行政事件訴訟法（昭和３７年
法律第１３９号）第３条第１項の規
定により当該処分の取消しの訴えを
提訴し、その訴えについて請求棄却
又は却下の判決が確定したとき。 
チ 乙が（乙が法人の場合にあっ

ては、その役員又はその使用人）が
刑法（明治４０年法律第４５号）第
９６条の６又は同法第１９８条の規
定に違反し、その刑が確定したとき。 
２ 乙が協同組合及び共同企業体
（以下「協同組合等」という。）であ
る場合における前項の規定について
は、その代表者又は構成員が同項第
８号のいずれかに該当した場合に適
用する。 
３ 債務の不履行が甲の責めに帰す
べき事由によるものであるときは、
甲は前条及び前２項の規定による契
約の解除をすることができない。
（甲の任意解除）
第１２条 甲は、業務が完了するま
での間は、第１０条又は第１１条に
規定する場合のほか、必要と認める
場合には、契約を解除することがで



きる。 
２ 前項の規定により契約を解除し
た場合において、乙は、これによっ
て損害を生じたときは、その損害の
賠償を甲に対して請求することがで
きる。ただし、その賠償額は、甲乙
協議して定めるものとする。 
（乙の催告による解除）
第１３条 乙は、甲がこの契約に違
反したときは、相当の期間を定めて
その履行の催告をし、その期間内に
履行がないときは、この契約を解除
することができる。ただし、その期
間を経過したときにおける債務の不
履行がこの契約及び取引上の社会通
念に照らして軽微であるときはこの
限りではない。
２ 前項に定める場合は乙の責めに
帰すべき事由によるものであるとき
は、乙は前項の規定による契約の解
除をすることができない。
３ 第１項の規定により契約を解除
した場合において、乙は、これによ
って損害を生じたときは、その損害
の賠償を甲に対して請求することが
できる。ただし、その賠償額は、甲
乙協議して定めるものとする。
（解除に伴う措置）
第１４条 甲は、第１０条から第１
３条の規定により契約を解除したと
きは、業務の既済部分が可分なもの
である場合は、検査のうえ、当該検
査に合格した部分の引渡を受けるこ
とができるものとし、当該引渡を受
けた既済部分に相応する金額を乙に
支払わなければならない。この場合
における金額は、甲が定めるものと
する。
２ 第１０条又は第１１条の規定に
より甲が契約を解除したときは、乙
は、履行期間内の予定数量若しくは
予定回数に契約単価を乗じて得た額
に当該消費税及び地方消費税の額
（１円未満の端数があるときは、そ
の額を切り捨てた額）を加算した額
の１００分の１０に相当する金額
（１円未満の端数があるときは、そ
の額を切り上げた額）を違約金とし
て、甲の指定する期限までに納付し
なければならない。また、甲の受け
た損害額がこの額を超えたときは、
甲の全損害額を支払わなければなら
ない。ただし、甲が乙の責に帰すべ
き事由がなく、やむを得ないと認め
たときは、この限りでない。
３ 甲は、前項に定める違約金又は
損害金を第１項に定める甲の支払金
額から控除することができる。
（契約不適合責任）
第１５条 甲は、第７条第４項の引渡
しの日から１年間、引き渡された成果
品が種類、品質又は数量に関して契約
の内容に適合しないもの（以下「契約
不適合」という。）であるときは、乙
に対し、成果品の修補、修補に代え若
しくは修補とともに損害金の請求、代
替物の引渡し又は不足分の引渡しによ
る履行の追完を請求することができ
る。
２ 前項の場合において、甲が相当
の期間を定めて履行の追完を催告し、
その期間内に履行の追完がないとき
は、甲は、その不適合の程度に応じて
契約代金の減額を請求することができ
る。ただし、次の各号のいずれかに該
当する場合は、催告をするこ

となく、直ちに契約代金の減額を請
求することができる。 
(1) 履行の追完が不能であるとき。 
(2) 乙が履行の追完を拒絶する意思
を明確に表示したとき。
(3) 契約の性質又は当事者の意思表
示により、特定の日時又は一定の期間
内に履行しなければ契約をした目的を
達することができない場合において、
乙が履行の追完をしないでその時期
を経過したとき。
(4) 前３号に掲げる場合のほか、甲が
この項の規定による催告をしても履行
の追完を受ける見込みがないことが明
らかであるとき。
３ 甲は、乙が第１項の契約不適合
の修補をせず、又は不完全な修補をし
たときは、乙の書面による同意を得
て、自ら修補を完成することができ
る。この場合の修補に要した費用は、
乙の負担とする。
４ 甲が第１項に規定する契約不適
合に係る請求等が可能な期間の内に、
種類又は品質に関する契約不適合を
知った時から１年以内にその旨を乙に
通知しないときは、甲はその契約不適
合を理由として履行の追完の請求、損
害賠償の請求、契約代金の減額の請求
又は契約の解除をすることができな
い。ただし、乙が引渡しの時にその不
適合を知り、又は重大な過失によって
知らなかったときは、この限りではな
い。
（成果品の帰属）
第１６条 成果品は、甲に帰属するも
のとし、甲は、成果品を自由に使用
し、又はこれを使用するに当たりその
内容を変更することができるものとす
る。
（秘密の保持等）
第１７条 乙は、業務の処理上知り得
た秘密を他人に漏らしてはならない。
ただし、あらかじめ、甲の書面による
承諾を得た場合は、この限りでない。
本契約の終了後も同様とする。
２ 乙は、成果品（業務の履行過程
において得られた記録等を含む。）を他
人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡し
てはならない。ただし、あらかじめ、
甲の承諾を得たときは、この限りでな
い。
（物価又は賃金の変動）
第１８条 乙は、契約締結後、物価又
は賃金の変動を理由として、契約の変
更を求め、又は契約を解除することが
できない。

（甲の損害賠償請求及び談合等不正
行為に係る賠償金の支払い）
第１９条 甲は、乙が次の各号のい
ずれかに該当するときは、これによ
って生じた損害の賠償を請求するこ
とができる。
(1) 履行期間内に業務を完了する
ことができないとき。
(2) 成果品に契約不適合があると
き。
(3) 第１０条又は第１１条の規定
により業務の完了前にこの契約が解除
されたとき。
(4) 前３号に掲げる場合のほか、債
務の本旨に従った履行をしないとき又
は債務の履行が不能であるとき。
２ 乙は、第１１条第１項第８号へ
からチのいずれかに該当するときは、
甲が契約を解除するか否かにかかわ

らず、賠償金として、履行期間内の
予定数量若しくは予定回数に契約単
価を乗じて得た額に当該消費税及び
地方消費税の額（１円未満の端数が
あるときは、その額を切り捨てた額）
を加算した額の１０分の２に相当す
る額（１円未満の端数があるときは、
その額を切り上げた額）を甲が指定
する期限までに支払わなければなら
ない。乙が契約を履行した後も同様
とする。ただし、第１１条第１項第
８号ヘ又はトにおいて、命令の対象
となる行為が、独占禁止法第２条第
９項に基づく不公正な取引方法（昭
和５７年６月１８日公正取引委員会
告示第１５号）第６項に規定する不
当廉売である場合その他甲が特に必
要と認める場合は、この限りでない。
３ 前項の規定にかかわらず、甲は、
甲に生じた実際の損害額が同項に規
定する賠償金の額を超える場合にお
いては、乙に対しその超過分につき
賠償を請求することができる。
４ 前２項の場合において、乙が協
同組合等であるときは、代表者又は
構成員は、賠償金を連帯して甲に支
払わなければならない。乙が既に協
同組合等を解散しているときは、代
表者であった者又は構成員であった
者についても、同様とする。
（賠償金等の徴収）
第２０条 乙がこの契約に基づく賠償
金、損害金又は違約金（以下「賠償金
等」という。）を甲の指定する期間内に
支払わないときは、甲は当該賠償金等
に甲の指定した期間を経過した日から
契約金額の支払いの日までの間におい
て遅延日数１日につき契約締結の日に
おける遅延利息の率を乗じて計算した
利息を付した額と、
甲の支払うべき契約金額とを相殺し、
なお、賠償金等の額に不足が生じた
ときは当該不足額を追徴する。
２ 前項の不足額を追徴する場合に
おいて、甲は当該不足額に契約金額
の支払いの日から当該不足額の支払
いをする日までの日数１日につき契
約締結の日における遅延利息の率を
乗じて計算した額の延滞金を徴収す
る。
（契約外の事項）
第２１条 この契約に定めのない事
項又はこの契約について疑義が生じ
た事項については、必要に応じて、
甲乙協議して定めるものとする。




